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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

表 紙 
 

 

あわ北「新市まちづくり計画」 

 

 

 

吉野町・土成町･市場町・阿波町 

あわ北合併協議会 

平成２３年１２月変更 阿波市 

平成 27年 3月変更 阿波市 

 

 

 

 

あわ北「新市まちづくり計画」 

 

 

 

吉野町・土成町･市場町・阿波町 

あわ北合併協議会 

平成 23年 12月変更 阿波市 

 

 

 

新 旧 対 照 表 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

Ⅰ 序論 

３ 計画策定

の方針 

 

 

 

 

（３）計画の期間 

本計画は、平成17 年度から平成32年度までの16 か年とします。 

 

 

 

（３）計画の期間 *１０Ｐ 

本計画は、平成17 年度から平成27 年度までの11 か年とします。 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

Ⅳ 新市ま

ちづくりの

主要施策 

２ まちづ

く り 事 業

（２）安全

で安心して

暮らせるま

ちづくり 

⑥安全対策づくり 

ア 消防・防災減災・防犯体制の充実  

 地域の実情に即した地域防災計画や水防計画等を策定し、地域ぐるみの

防災意識の啓発・高揚と消防・防災減災体制の充実・強化に努めます。ま

た、必要に応じて施設設備の整備を行います。地域ごとの自主防災組織の

積極的な育成と防災資機材の整備に努めます。 

また、治山・治水などの防災事業の計画的な実施や公共施設等の耐震診

断の計画的な推進により、南海トラフ巨大地震など大災害への適切な対策

を講じます。 

 

 

⑥安全対策づくり 

ア 消防・防災・防犯体制の充実 *２７Ｐ 

 地域の実情に即した地域防災計画や水防計画等を策定し、地域ぐるみの

防災意識の啓発・高揚と消防・防災体制の充実・強化に努めます。地域ご

との自主防災組織の積極的な育成と防災資機材の整備に努めます。 

 また、治山・治水などの防災事業の計画的な実施や公共施設等の耐震診

断の計画的な推進により、南海地震への適切な対策を講じます。 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

（４）暮ら

しを支える

生活基盤の

充実したま

ちづくり 

 

 

⑨生活基盤づくり 

イ 生活道路の整備  

 住民生活に身近で重要な役割を持ち、人やモノの往来がスムーズに

行えるための生活関連道路の計画的な拡幅整備や橋梁の耐震化・延命

化を行い、円滑な利用と市民の安全を確保します。 

 

⑩住環境づくり 

イ 上・下水道の整備  

 市民の日常生活の維持に不可欠な水の安定供給に努め、上水道・簡

易水道需要に対応するための配水管網を計画的に整備します。 

また、基幹構造物及び設備の整備・統合、水道管路の耐震化等も行い

ます。 生活排水処理対策として、市全体で地域の実情に応じた農業

集落排水施設の計画的な整備を検討します。 

 

⑥生活基盤づくり 

イ 生活道路の整備 *２９Ｐ 

 住民生活に身近で重要な役割を持ち、人やモノの往来がスムーズに

行えるための生活関連道路の計画的な拡幅整備を行い、円滑な利用と

市民の安全を確保します。 

 

⑩住環境づくり 

イ 上・下水道の整備 *３０Ｐ 

 市民の日常生活の維持に不可欠な水の安定供給に努め、上水道・簡

易水道需要に対応するための配水管網を計画的に整備します。 

 生活排水処理対策として、市全体で地域の実情に応じた公共下水

道・農業集落排水施設の計画的な整備を検討します。 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

Ⅴ公共的施

設の統合整

備 

３４Ｐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ財政計画 

３５Ｐ 

公共的施設の統合整備については、市民生活に急激な変化を及ぼさな

いよう十分配慮し、地域の特性やバランス、さらには財政事情等を考

慮しながら、逐次、統合整備を図っていきます。統合整備の検討にあ

たっては、行財政運営の効率化はもとより、既存の公共的施設の有効

利用・相互利用等を総合的に勘案し、市民サービスの低下を招かない

よう配慮します。 

 

新たな公共的施設の整備についても、公共施設等総合管理計画に基

づき、財政状況も踏まえ、事業の効果や効率性について十分に議論を

行うとともに、既存の公共的施設を可能な限り有効に活用し、また、

計画に基づく公共施設等の除却を行うことで、効率的な整備に努めま

す。 

 

また、市民生活に密着した行政サービスを提供するため、旧庁舎周

辺の公共施設を支所とすることで市民の利便性を確保します。 

 

２ 計画期間 

この計画の計画期間は、平成１７ 年度～平成３２年度までの１６ 年

間とします。 

 

 

公共的施設の統合整備については、市民生活に急激な変化を及ぼさな

いよう十分配慮し、地域の特性やバランス、さらには財政事情等を考

慮しながら、逐次、統合整備を図っていきます。統合整備の検討にあ

たっては、行財政運営の効率化はもとより、既存の公共的施設の有効

利用・相互利用等を総合的に勘案し、市民サービスの低下を招かない

よう配慮します。 

 

新たな公共的施設の整備についても、財政状況を踏まえ、事業の効

果や効率性について十分に議論を行うとともに、既存の公共的施設を

可能な限り有効に活用するなど、効率的な整備に努めます。 

 

合併以前の町役場については、市民生活に密着した行政サービスを

提供するため、支所機能を有する施設として存続させ、ネットワーク

施設の強化等を図っていくとともに、他の公共的施設との複合的な利

用や市民活動の拠点などとして有効活用を検討していきます。 

 

２ 計画期間 

この計画の計画期間は、平成１７ 年度～平成２７年度までの１１ 年

間とします。 
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項目名 変更前（旧） 

Ⅵ財政計画 

３６Ｐ 

１ 歳入 

 

区         分 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

市 税 3,216 3,155 3,503 3,582 3,447 3,464 3,412 3,422 3,439 3,439 3,440 

地 方 譲 与 税 588 579 300 294 275 267 237 240 240 242 242 

利 子 割 交 付 金 27 18 24 24 21 18 13 15 15 17 17 

配 当 割 交 付 金 9 14 19 7 6 8 5 6 6 6 6 

株式等譲渡所得割交付金 17 15 12 3 3 21 2 3 3 3 3 

地 方 消 費 税 交 付 金 331 332 321 291 298 292 284 290 290 290 290 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 42 45 48 48 49 46 45 45 46 46 46 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 122 116 101 96 63 51 43 45 45 46 46 

地 方 特 例 交 付 金 94 74 24 38 51 55 42 41 40 41 40 

地 方 交 付 税 7,362 7,054 7,133 7,443 7,621 8,375 8,175 7,975 7,775 7,570 7,370 

交通安全対策特別交付金 9 10 9 9 9 8 7 8 9 8 7 

分 担 金 及 び 負 担 金 87 185 135 145 149 77 78 77 76 79 78 

使 用 料 及 び 手 数 料 461 408 497 580 572 578 595 593 592 593 594 

国 庫 支 出 金 1,818 1,820 1,640 1,568 3,251 2,754 2,430 2,246 2,502 2,128 1,835 

県 支 出 金 1,564 760 1,036 893 1,105 1,216 964 832 830 825 820 

財 産 収 入 21 316 20 35 29 28 22 23 25 25 25 

寄 附 金 0 0 0 1 2 2 1 1 1 1 1 

繰 入 金 1,176 1,033 1,091 1,043 1,030 831 848 801 1,301 1,100 1,001 

繰 越 金 424 503 589 421 625 952 868 0 0 0 0 

諸 収 入 211 180 222 273 241 261 227 225 226 227 293 

市 債 1,420 1,809 4,487 1,313 1,728 2,019 2,752 1,376 4,088 3,505 1,065 

歳 入 合 計 18,999 18,426 21,211 18,107 20,575 21,323 21,050 18,264 21,549 20,191 17,219 
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項目名 変更前（旧） 

Ⅵ財政計画 ２ 歳出 

区         分 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

人 件 費 4,225 3,944 3,838 3,728 3,540 3,487 3,455 3,344 3,247 3,141 3,043 

物 件 費 1,945 1,667 1,832 1,799 2,155 2,052 2,051 1,767 1,701 1,528 1,657 

維 持 補 修 費 88 82 79 76 74 92 85 80 76 71 70 

扶 助 費 2,122 2,278 2,334 2,381 2,455 2,990 2,955 2,891 2,862 2,833 2,805 

補 助 費 等 2,209 2,083 2,267 2,376 3,055 2,227 2,617 2,596 2,561 2,533 2,506 

普 通 建 設 事 業 費 2,067 3,171 5,327 1,381 2,532 2,663 3,216 2,174 5,895 4,956 1,705 

災 害 復 旧 事 業 費 574 2 28 0 78 25 11 10 10 10 10 

公 債 費 2,273 2,175 2,226 2,130 2,119 2,198 2,184 2,035 2,028 2,094 2,163 

積 立 金 1,646 1,093 1,417 2,060 2,000 2,927 2,649 1,555 1,355 1,208 1,438 

投資及び出資金・貸付金 2 1 2 5 2 2 2 2 2 2 2 

繰 出 金 1,345 1,341 1,440 1,546 1,613 1,792 1,825 1,810 1,812 1,815 1,820 

歳 出 合 計 18,496 17,837 20,790 17,482 19,623 20,455 21,050 18,264 21,549 20,191 17,219 
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項目名 変更後（新） 

Ⅵ財政計画 1 歳入 

 

区         分 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

市 税 3,216 3,155 3,503 3,582 3,447 3,464 3,467 3,455 3,493 3,500 3,520 

地 方 譲 与 税 588 579 300 294 275 267 266 249 237 237 237 

利 子 割 交 付 金 27 18 24 24 21 18 16 12 10 9 9 

配 当 割 交 付 金 9 14 19 7 6 8 14 13 24 20 20 

株式等譲渡所得割交付金 17 15 12 3 3 21 26 23 73 15 15 

地 方 消 費 税 交 付 金 331 332 321 291 298 292 299 295 289 360 380 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 42 45 48 48 49 46 45 44 44 44 44 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 122 116 101 96 63 51 46 52 48 24 12 

地 方 特 例 交 付 金 94 74 24 38 51 55 48 8 8 8 8 

地 方 交 付 税 7,362 7,054 7,133 7,443 7,621 8,375 8,505 8,410 8.378 8,378 8,208 

交通安全対策特別交付金 9 10 9 9 9 8 8 9 8 8 8 

分 担 金 及 び 負 担 金 87 185 135 145 149 77 70 60 63 61 61 

使 用 料 及 び 手 数 料 461 408 497 580 572 578 583 579 575 573 573 

国 庫 支 出 金 1,818 1,820 1,640 1,568 3,251 2,754 2,421 2,186 2,749 2,532 2,316 

県 支 出 金 1,564 760 1,036 893 1,105 1,216 988 1,000 1,131 1,181 1,035 

財 産 収 入 21 316 20 35 29 28 26 23 30 29 29 

寄 附 金 0 0 0 1 2 2 2 2 2 2 2 

繰 入 金 1,176 1,033 1,091 1,043 1,030 831 1,298 1,419 905 1,740 1,067 

繰 越 金 424 503 589 421 625 952 869 793 1,087 0 0 

諸 収 入 211 180 222 273 241 261 373 285 250 235 230 

市 債 1,420 1,809 4,487 1,313 1,728 2,019 2,307 2,117 3,162 6,193 1,438 

歳 入 合 計 18,999 18,426 21,211 18,107 20,575 21,323 21,677 21,034 22,566 25,149 19,212 
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項目名 変更後（新） 

Ⅵ財政計画 １ 歳入 

 

区         分 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 

市 税 3,497 3,483 3,466 3,452 3,438 

地 方 譲 与 税 237 237 237 237 237 

利 子 割 交 付 金 9 9 9 9 9 

配 当 割 交 付 金 20 20 20 20 20 

株式等譲渡所得割交付金 15 15 15 15 15 

地 方 消 費 税 交 付 金 394 394 394 394 394 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 44 44 44 44 44 

自 動 車 取 得 税 交 付 金      

地 方 特 例 交 付 金 8 8 8 8 8 

地 方 交 付 税 8,073 7,818 7,563 7,309 7,055 

交通安全対策特別交付金 8 8 8 8 8 

分 担 金 及 び 負 担 金 60 60 59 58 58 

使 用 料 及 び 手 数 料 573 573 573 573 573 

国 庫 支 出 金 2,116 2,160 2,462 2,410 2,056 

県 支 出 金 1,061 1,032 1,042 1,030 1,058 

財 産 収 入 29 29 29 29 29 

寄 附 金 2 2 2 2 2 

繰 入 金 1,197 1,257 1,157 1,647 1,597 

繰 越 金 0 0 0 0 0 

諸 収 入 230 230 230 230 230 

市 債 1,618 1,022 1,414 1,474 1,056 

歳 入 合 計 19,191 18,401 18,732 18,949 17,887 
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項目名 変更後（新） 

Ⅵ財政計画 ２ 歳出 

 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

人 件 費 4,225 3,944 3,838 3,728 3,540 3,487 3,479 3,371 3,152 3,128 3,136 

物 件 費 1,945 1,667 1,832 1,799 2,155 2,052 2,214 2,137 2,265 2,731 2,401 

維 持 補 修 費 88 82 79 76 74 92 103 120 124 124 124 

扶 助 費 2,122 2,278 2,334 2,381 2,455 2,990 3,138 3,198 3,147 3,358 3,235 

補 助 費 等 2,209 2,083 2,267 2,376 3,055 2,227 2,577 2,255 2,208 2,068 1,969 

普 通 建 設 事 業 費 2,067 3,171 5,327 1,381 2,532 2,663 2,524 2,872 4,579 7,702 2,039 

災 害 復 旧 事 業 費 574 2 28 0 78 25 19 19 0 0 0 

公 債 費 2,273 2,175 2,226 2,130 2,119 2,198 2,184 2,019 2,021 2,094 2,382 

積 立 金 1,646 1,093 1,417 2,060 2,000 2,927 2,800 2,082 2,225 1,908 1,948 

投資及び出資金・貸付金 2 1 2 5 2 2 2 2 119 197 139 

繰 出 金 1,345 1,341 1,440 1,546 1,613 1,792 1,844 1,872 1,802 1,839 1,839 

歳 出 合 計 18,496 17,837 20,790 17,482 19,623 20,455 20,884 19,947 21,642 25,149 19,212 
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項目名 変更後（新） 

Ⅵ財政計画 ２ 歳出 

区         分 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 

人 件 費 3,178 3,153 3,071 3,020 2,962 

物 件 費 2,424 2,403 2,409 2,427 2,421 

維 持 補 修 費 124 125 125 125 125 

扶 助 費 3,253 3,273 3,294 3,313 3,334 

補 助 費 等 1,969 1,950 2,106 1,950 1,931 

普 通 建 設 事 業 費 2,272 1,690 2,131 2,643 1,753 

災 害 復 旧 事 業 費 0 0 0 0 0 

公 債 費 2,754 2,794 2,789 2,698 2,462 

積 立 金 1,338 1,098 854 782 921 

投資及び出資金・貸付金 39 76 114 151 139 

繰 出 金 1,840 1,839 1,839 1,840 1,839 

歳 出 合 計 19,191 18,401 18,732 18,949 17,887 
 

 


